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　本特集では，労働研究における教育の位置づけを，
近年の研究手法の進展や研究上の課題を概観すること
を通してあらためて整理する。たとえば，教育の収益
率計測や賃金格差における教育の役割など労働問題と
教育がストレートに結びつくものは，労働問題として
認知されやすい。一方で，就学前教育や専攻選択など
人的資本の形成過程に焦点をあてた研究は，たとえそ
の帰結が労働問題と密接に関わりうると考えられると
しても，間接的なためか労働問題と「距離」があるよ
うにみえる。これは，各学問分野における分析手法や
データ利用の進展に伴う研究対象の拡大や新たな発見
といった分野内の研究蓄積が，その関連分野に伝わり
にくいからではないかと考える。そこで，近年の研究
動向を踏まえ，労働研究における教育の位置づけを整
理することに意義があると思われる。
　本特集は過去の関連特集（教育と労働（2009 年 7 月
号（No. 588）），仕事に「学力」は不要か？―学力
研究の最前線（2011 年 9 月号（No. 614）））と同様の
問題意識に立脚するが，近年の研究動向を踏まえ，労
働研究における教育の位置づけをあらためて整理する
ことに特徴がある。このような背景のもと，本特集で
は，教育過剰，世代間連関，専攻選択における男女
差，大学進学における異質性，人的資本の外部性，高
等教育の費用負担およびタレントマネジメントにおけ
る人材育成をテーマとした論稿を揃えた。
　北條論文は，個人の学歴が現在の仕事に必要とされ
る水準を超えている状態を指す教育過剰の研究動向を
概観している。教育過剰・過小の判定方法には主観的
あるいは客観的計測方法があるが，いずれに基づくか
で判定結果が異なる。実証研究によると，仕事競争モ
デルやアサインメント理論を支持する傾向にあるこ
と，教育過剰は賃金や仕事満足度との負の関係があ
り，さらに持続性を持つこと，そして学歴に注目した
垂直的なミスマッチから，スキルや仕事と専攻分野の
関連性に注目した水平的ミスマッチへの拡がりをみせ

ている。日本は教育過剰の発生率や持続率が高く，教
育過剰の問題は日本社会に無視できない社会的損失を
生み出すため，教育過剰を含むミスマッチの解消のた
めの方策を検討するという指摘は重要だ。教育過剰の
研究ひいては労働市場におけるミスマッチを理解する
ためにも必読の文献と言える。
　赤林・直井論文は，所得格差の世代間連関が発生す
るメカニズムを理論と実証の両面から概観している。
家庭における教育投資の役割を重視する Becker-Tomes-
Solon モデルを紹介し，その理論的な含意と計量経済
モデルとの関連を簡潔に紹介している。実証研究にお
いては，所得の世代間弾力性の計測が主眼となるが，
実証分析上の困難さ，とりわけ親子 2 世代にわたる所
得情報の利用に関する困難さが紹介される。日本にお
いてはデータの制約のため実証研究は多くないが，

「日本家計パネル調査」とその附帯調査による多世代
データによりこの問題を克服する近年の研究が紹介さ
れている。所得格差の世代間連関は，従来から経済格
差に関心を持つ経済学と社会階層移動に関心を持つ社
会学が交差する研究テーマだったが，さらなる理解の
ためには行動遺伝学などの分野融合的な研究発展が必
要であるという著者らの指摘は重要だ。
　井上・高橋論文は，大学での専攻選択における男女
差に関する近年の研究を概観している。専攻の差，特
に理工系（STEM）の選択に男女差があるが，これは
労働市場での成果の差をもたらす点だけではなく，近
年の技術進歩に伴う人材配置のミスマッチの点からも
重要な論点である。理論的には，将来の賃金などの金
銭的要素だけではなく，仕事の柔軟性などの仕事特
性，結婚や家族形成への期待，在学中の楽しさなどの
非金銭的要素を考慮して専攻選択が行われる。ここで
キーとなるのは将来への期待や個人の持つ選好の分離
だが，サーベイを活用した手法による近年の研究から
は，生得的な能力差や金銭的インセンティブ以 
上に，金銭・非金銭的要素に関する多様な選好の違い



3No. 782/September 2025

や STEM 分野の学習・キャリアを楽しめるかという
嗜好の違いが男女差の要因として重要である点を示
す。専攻選択における男女差に関する研究動向の把握
だけではなく，期待や選好をどのように分析の俎上に
載せるかという研究手法の把握の意味でも本論文は参
考となる。
　大学定員と大学進学希望者がほぼ等しくなり，大学
進学を平均的な姿で描写するだけではなく，大学の異
質性に着目した研究がより重要となる点から，黒田論
文は大学進学に関する研究群を概観している。選抜性
の観点から見ると，地域別の大学進学率と難関大学進
学率は完全に対応しない点を示しつつ，大学進学が必
ずしも人的資本の蓄積や高い将来収益に結びつくとは
限らない点を指摘する。その際，選抜性の高くない場
合の教育の収益が重要であるが，そのような観点から
の研究は多くない点を指摘する。国内外の大学進学に
関する簡潔だが広範囲な研究概観であるだけではな
く，教育効果の異質性についての研究概観でもある論
文だ。
　東論文は，地域労働市場における人的資本の外部性
に関する概観論文である。人的資本の外部性とは，教
育を受けて高度な人的資本を蓄積した労働者から知識
やスキルが波及することで周囲の労働者の生産性も向
上することであり，職場における同僚効果や地域の観
点から重要視されるものである。人的資本の外部性の
計測は，教育の個人の成果への帰着の計測と同様の困
難さがある点を紹介した上で，国内外の研究を紹介し
ている。海外の実証研究によると経済の発展段階で人
的資本の外部性は異なる点，都市賃金プレミアムの要
因の一部は人的資本の外部性である点，そして国内の
研究は少ない点を指摘している。人的資本による外部
効果の計測は，教育に公的な資金を投入するかの根拠
としても重要であり，一連の研究を始める際のベンチ
マークとなる論文である。
　教育に公的な資金を投入する根拠として，外部性と
並び，家計（親）の経済状態が教育資金調達に影響を
与える状況を緩和する公平性の観点もある。日本にお
いて，高等教育の費用を負担する仕組みとしての貸与
奨学金の役割を，資源と負債の側面から概観したのが

古田論文である。貸与奨学金には教育投資を促し進学
や就業などに影響する資源としての側面と，その返済
に伴う精神的負担や家族形成に影響する負債としての
側面がある。日本社会を対象とした研究を概観し，貸
与奨学金は，高等教育進学率や学生生活の維持に対し
一定の貢献があるものの必ずしも十分ではなく限界が
あること，研究蓄積は多くないものの家族形成や精神
的健康など個人の人生にネガティブな影響がある点を
紹介している。就業や家族形成との関連を研究する労
働研究者だけではなく，奨学金をどのように設計すべ
きかを検討する政策担当者にも広く読まれるべき論文
である。
　個人や社会だけではなく，企業もまた教育の受益者
である。教育は，人材育成の観点や人材選抜の観点か
ら，企業内でも実施される。柿沼論文は，2000 年代
以降に理論と実践の両面から研究蓄積が進むタレント
マネジメントの中で，従業員の育成に関わる論点を紹
介している。人材育成は，組織の戦略達成に過大な貢
献をもたらす人材（タレント）の確保や活用にかかわ
る一連の取り組みの中核であり，なかでも独自の理論
展開を図るタレント開発論がある。タレント開発論に
関する研究を整理し，育成プログラムの個別化やカス
タム化，あるいは育成スピードの加速化といった伝統
的な人材育成とは異なる特徴が強調されているもの
の，定義や概念的境界の曖昧さや，タレント開発の実
践とその成果を捉える枠組みに関する議論の不足を指
摘している。タレント開発に関する研究フロンティア
を概観できる論文である。
　本特集における論文を概観すると，労働研究におけ
る教育はその射程が広いことがわかる。労働と教育は
相互に関連しつつ，多くの論点を生み出す。それらに
対し，多様な切り口（研究ディシプリン）がありうる
が，その相互交流の重要性は「提言」において小林氏
が主張するところである。本特集が，労働研究におけ
る教育の学際的研究推進の一助となれば幸いである。
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